
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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店舗兼共同住宅 中高層の店舗兼共同住宅
等が建ち並ぶ住宅地域

勝どき570 m

元々工業地で画地が大きかっ
たことから、比較的大規模な
共同住宅が多く見られる。

３６．４ｍ区道 勝どき駅南西方570 m

不動産市場は堅調に推移している。今後の政治動向、金利動向が不動
産市場に及ぼす影響には留意が必要である。

良質の大型マンションが林立する地域であり、都心部の住宅需要の堅
調さを受け、地価は上昇傾向を維持している。

個別的要因に特段の変動はない。

周辺は再開発事業により大規模な共同住宅が建築され、現在も近隣で市街地再開発事業が施行中である。都心部
の住宅需要は旺盛であり、これを背景に今後とも住宅化が進むものと予測される。
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路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

主たる需要者はマンションデベロッパーと想定されるため、取引事例比較法と開発法を適用した。比準価格は取引実勢
を反映した適正な価格と判断される。開発法は事業主体の事業採算性に着目した手法であり、需要者の属性を勘案した
説得力を有する価格である。本件ではいずれの価格も規範性を有すると判断し、両価格を関連付け、指定基準地との均
衡にも留意し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は中央区内の湾岸エリアを中心とする高層共同住宅が多い地域と判定した。主な需要者は分譲マンション用
地の取得を目論むマンションデベロッパーが中心となる。敷地規模により収益用マンション用地として不動産業者、投
資家等も需要者となりうる。都心部の住宅需要は堅調であり、マンション用地となりうる土地の地価は上昇傾向が続い
ている。取引総額は分譲マンション用地の場合１０～２０億円程度となる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

中央(都) － 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

中央(都)　 － 4 東京都 区部第１ 不動産鑑定士  蜂須賀　千秋

中央日土地ソリューションズ株式会社

令和 7 6 20

令和 7 7 2

中央区勝どき五丁目１００４番
「勝どき５－１０－６」

919

1：1.5 ＳＲＣ 8F 1B
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0.0

-7.7

+5.0

-5.0

0.0
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